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プレキシキュリティ論争とデンマーク・モデル
若 森 章 孝
要 約
柔軟性（解雇規制の緩和） と所得・雇用保障は対立的でなく相互に促進的であると
いうのがプレキシキュリテイの基本的主張である。欧州委員会は2007年6月に8項目の
「プレキシキュリテイ共通原則」を欧州雇用戦略の新しい原則として提案したが、 12月
上旬の欧州理事会でこの共通原則が承認された。加盟国は現在、 この共通原則に沿った
国別行動計画の作成に取り組んでいる。政策戦略としてのプレキシキュリテイは、 1999
年のオランダの労働法改正の経験から生まれた、労働市場柔軟化政策と社会保障を結
びつける概念である。プレキシキュリテイのデンマーク・モデルは、低い水準の雇用保
護、積極的労働市場政策、生涯学習、高水準の社会保障という4つの要素から成ってお
り、高い就業率(EU第1位）と低い失業率で世界的に注目されている。プレキシキユリ
テイの概念と政策戦略の多様性を研究していくうえで、プレキシキュリテイのマトリッ
クスが重要である。
キーワード：デンマーク・モデル；柔軟性；保障；積極的労働市場政策；移動労働市場
経済学文献季報分類番号:05-20;06-13;07-30;5-61
l.問題の所在－新しい社会的妥協としてのフレキシキュリティー
グローバル化と知識基盤型経済への移行という文脈において、一方では労働市場、雇用、
労働編成のフレキシビリティ（柔軟性)が､他方では被雇用者にとっての所得や雇用のセキュ
リティ （保障）が強く求められている。この柔軟性と保障との対立と調整の問題は、労働市
場の再編ばかりか、労働市場改革と福祉国家再編の連関にもかかわっている。EUではこの
柔軟性と保障をいかに調整するかという課題が、プレキシキュリティ (flexicurity)論争と
して展開されている。プレキシキュリテイとは、柔軟性(flexibility)と保障(security)を
結合させた造語であり、 1990年代におけるデンマークとオランダの労働市場改革の成功を
特徴づける用語として知られている。プレキシキュリティは、柔軟性と保障は対立的でなく
互いに促進的な補完的関係を構築しうることを意味している。EUレベル、27の加盟国、地
域政府、社会的パートナー（労使）を巻き込むプレキシキュリテイ論争の仕掛け人は欧州委
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員会である。
欧州委員会は2005年4月29日に、3月の欧州理事会で採択された改訂リスボン戦略（｢雇
用と成長のための戦略｣）を実行に移すための指針として「成長と雇用のための包括的ガ
イドライン」 (CommissionoftheEuropeanCommunities2005)を提案したが、その中の
｢雇用政策のガイドライン」において「雇用保障と連結した柔軟性を促進し、分断的労働市
場を軽減する」という方針を強調して、プレキシキュリテイの概念を欧州雇用戦略に事実
上取り込んだ。2006年3月の欧州理事会では、総合的なプレキシキュリテイ・アプローチ
に基づいてそれぞれの労働市場と社会政策の改革に取り組むことが加盟国に要請され、そ
れとともに、欧州委員会は加盟国や社会的パートナーと協力してプレキシキュリティの共
通原則を研究し発展させることになった(EuropeanCouncil23/24March2006,Presidecy
conclusions)。欧州委員会は2007年6月27日、「柔軟性と保障を通じてより多くの、 より
質の高い雇用を創出するプレキシキュリティの共通原則」 (CommissionoftheEuropean
Communities2007)を提案し、プレキシキュリテイこそがEUにとって成長と雇用の機会
をグローバル化から引き出すための最善の方法であることを強調した。しかし、EUレベル
には欧州雇用戦略を実施する権限はなく、EUとしての雇用政策の目標達成のための手段の
選択は雇用政策の権限をもつ加盟国にゆだねられている。加盟各国の政労使は、労働市場に
おいて柔軟性と所得・雇用保障とをどのように調和させてプレキシキュリテイ的妥協を創出
するかという課題に直面しているのである。
専門家グループの報告書「フレキシキュリテイヘの道程」 (EuropeanExpertGroupon
Flexicurity2007)も指摘するように、プレキシキュリテイ的妥協が成立するか否かは各国
における社会的対話（労使の信頼と妥協）に拠るところが大きい。社会的パートナー（労使）
の関わり方が柔軟性と保障のバランスを決定するのである。とくに労使の相互信頼は高い水
準のプレキシキュリティを実現するうえで重要である。専門家グループは、イタリアやスペ
インにみられるように、労使および政府間の信頼が弱いところでも、すべての利害関係者に
とって得になるようなプレキシキュリテイ政策を提案することによって、社会的パートナー
問の合意の条件ができることも指摘している。
プレキシキュリテイの共通理念を打ち立てようという2006年3月の欧州理事会の呼びか
けに答えて、社会的パートナーの間でもプレキシキュリテイに関する議論と論争が展開きれ
ている。2006年10月20日にフインランドのラーテイで開催きれた非公式の政労使ソーシャ
ル・サミットでは、フインランド首相､バローゾ欧州委員会委員長､欧州労働者連盟(ETUC)
の会長、欧州産業経営者連盟（ビジネスヨーロッパ）の会長が出席して、それぞれの立場か
らプレキシキュリテイについての考えを展開した。当然ながら、プレキシキユリテイの理解
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をめぐって、労使の主張は対立している。欧州労働者連盟は、投資家への配当を重視する企
業経営のもとでは､プレキシキュリテイにおける保障の側面が後退して､解雇規制の緩和（柔
軟な労働法） と有期労働.パートタイム労働などの雇用形態の増加が進行することを警戒し、
手厚い失業保障と失業者の積極的な転職支援といった保障の側面を強く主張する。欧州産業
経営者連盟は、解雇に対する強い保護（厳格な労働法）が失業の増加とイノベーション（産
業競争力）の停滞の原因になっていると考え、解雇に関して柔軟な労働法と積極的な労働市
場政策の実施を要求する。要するに、欧州の労使の間では、プレキシキュリテイに関して共
通の理解がまだ形成きれていないのである。しかし、 ヨーロッパ資本主義の将来は、プレキ
シキユリテイ的妥協が成立するか否か、どのような形態で成立するか、 という問いと密接に
関連している（アマーブル2005)。
2． プレキシキュリティ共通原則とプレキシキュリテイの多様性
プレキシキュリティ共通原則は8つの原則から成っているが、 とりわけ重要なのは第1原
則の「雇用と成長のための戦略」を強化するための4つの政策要素、すなわち、①柔軟で信
頼できる雇用契約、②労働者の就労可能性(employability)を高める包括的生涯学習戦略、
③失業から新しい職への移動を促進する積極的労働市場政策（技能訓練プログラムへの参
加)、④所得支援・就労促進・労働市場の流動性を連携させる現代的社会保障制度である。
以上のようなプレキシキュリテイ共通原則を貫く基本的な考え方は、職の保障(security
ofjob)から雇用保障(securityofemployment)への転換という新しい保障形態の提案である。
この提案に対する社会的パートナーの見方はすでに指摘したように対照的であるが、議論の
争点は、柔軟性と保障はバランスがとれているか、どの政策要素がプレキシキュリテイ戦略
にとって重要か、柔軟性と保障は本当に対立的ではなくて相互促進的か、 ということに関連
している。
図lにみられるように、EU諸国におけるプレキシキュリテイは多様であって、縦軸の柔
軟性・就労可能性と横軸の保障（労働市場政策と生涯教育）の組み合わせは、アングロサク
ソン･システム（イギリス、アイルランド)､大陸欧州システム（ドイツ、フランス､ベルギー、
オーストリア)、南欧システム（スペイン、ポルトガル、ギリシャ)、東欧システム（チェコ、
ハンガリー､ポーランド､スロバキア､イタリア)､北欧システム（デンマーク、スウェーデン、
フインランド、オランダ）の5グループに分類することができる。北欧システムは、高水準
の柔軟性と保障を両立させ､高い国際競争力と高い労働市場のパフォーマンス（低い失業率、
高い就業率）を達成していて、プレキシキュリティ戦略のモデルとなっている。大陸欧州シ
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ステムは保障優位、アングロサクソン・システムは柔軟性優位の状態にある。南欧システム
と東欧システムは柔軟性と保障の両面で大きな改革を求められている。
図1 プレキシキュリティの多様性
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図4プレキシキュリティの多様性
（保障と柔軟性.就労可能性によるEU加盟国の分類）
出所)CEC(2006),p・106
欧州委員会は、プレキシキュリテイの北欧モデルを単純に他の国に移植することはできな
いこと、どの国の労働市場にも適応可能な唯一の普遍的なプレキシキュリテイ ・モデルなど
存在しないことを強調しながら、プレキシキュリテイ政策を各国の労働市場の状態や労使交
渉の伝統に応じて策定するための指針として、プレキシキュリテイの4つのアプローチを提
案している。第1のアプローチは､労働市場の分断に直面する南欧諸国を対象とするもので、
規制緩和によって急増した非正規雇用を労働法の改正によって正規雇用化することが提案さ
れる。第2のアプローチは、高い職保障が維持される一方で、労働市場が硬直的で長期失業
者が多い大陸欧州諸国を対象とするもので、企業内の柔軟性（職保障を前提とした柔軟な技
能の養成）を発展させることによって就労可能性を高め、これを出発点として労働市場の柔
軟性を高めていくことが提案される。第3のアプローチは、低技能労働者が多く貧困率の高
いアングロサクソン諸国を対象とするもので、人的資源への投資拡大によって技能格差の解
消に取り組むことが提案される。第4のアプローチは、多数の失業手当受給者とインフオー
マル経済の労働者を抱える東欧諸国を対象とするもので、有効な労働市場政策による雇用機
会の拡大と福祉依存体質からの脱却が提案される。
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3． プレキシキュリティ共通原則の基本的考え方とその問題点
25
欧州委員会がプレキシキュリテイについてEUレベルでのコンセンサスを獲得するために
2007年6月に発表した｢プレキシキュリテイ共通原則｣は､以下のように､プレキシキユリテイ
の4つの政策的要素に関する第1原則からプレキシキュリテイ政策の予算制約に関する第8
原則まで、並列的に列記されている。
①リスボン戦略実施の手段としてのプレキシキュリテイ、プレキシキュリテイの4つの政
策的要素としての、柔軟で信頼できる雇用契約、包括的生涯学習戦略、効果的な積極的
労働市場政策、現代的社会保障制度
②雇用主,労働者、失業者、公的機関にとっての権利と義務のバランス
③プレキシキュリティは単一の政策戦略ではなく、加盟国の労働市場と労使関係の状況に
合わせて適用きれる
④労働市場のインサイダーとアウトサイダーへの分断状態の縮小
⑤内的プレキシキュリティと外的プレキシキュリティの促進
⑥ジェンダー平等,雇用の機会均等,ワーク＆ライフ・バランスの促進
⑦政労使のあいだの信頼と対話の必要性
⑧プレキシキュリテイ政策と財政的に持続可能な予算政策の調和
この共通原則は、2007年9月にポルトガルで開催された社会的パートナーとの公開討論
会や11月の欧州議会での議論を経て、12月の欧州閣僚理事会で承認されたものであり、現
在では、各国レベルの労働市場政策としてどのように具体化されるが焦点となっている。し
かし、プレキシキュリテイ概念とその政策的インプリケーションについてはいまだに共通理
解がなく、ざまざまな立場から多様に解釈することができるような、対立理解を含んだ概念
のままであり、プレキシキュリティ論争は加熱する一方である。つまり、欧州委員会の「プ
レキシキュリテイ共通原則」はEUレベルおよび各国レベルでも、社会的パートナーの問で
も､柔軟性と保障についてのコンセンサスを作り出すのにそれほど成功していないのである。
欧州委員会はプレキシキユリテイ政策をEUの成長・雇用戦略の機軸に位置づけ、プレキシ
キユリテイの政策諸要素についての共通理解を提案しているだけであって、加盟国の労働市
場や労使関係の独自性を無視して統一的プレキシキュリテイ ・モデルを各国に押し付けると
いう構えを取っていないように見える。だが欧州委員会の提案は、なぜプレキシキュリティ
についてのコンセンサスを生み出せないのだろうか。 「プレキシキュリテイ共通原則」に立
ち返って、プレキシキュリテイとは何かについて再検討する必要があると思われる。
欧州委員会の「プレキシキュリテイ共通原則」は、柔軟性と保障が対立的ではなく相互に
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促進的であることを強調する文脈の中で、プレキシキュリテイを次のように定義している。
「プレキシキユリテイは、労働市場において柔軟性と保障を同時に高める統合的戦略とし
て定義することができる」 (CEC2007,p.5)。
この定義は、欧州委員会がプレキシキュリテイを欧州雇用戦略の中心にすえる一連のプロ
セスの中で理論的な導きの糸としてきたWilthagenandTros(2004)の定義と、重要な点
で異なっている。WilthagenandTrosはプレキシキュリテイを、企業にとっての柔軟性と
労働者にとっての保障とのトレードオフとして、つまり、利害の対立を含む関係として捉え
ており、プレキシキュリテイ政策を、柔軟性のある要素と保障のある要素との意図的な妥協
(取引）の創出として理解している。これに対して欧州委員会提案の「プレキシキュリテイ
共通原則」は、プレキシキュリテイを対立的利害の意図的な調整（妥協） として、つまり柔
軟性の増大を保障の増大で補償する妥協として捉える視点が驚くほど希薄である(Tanjian
2008)。それどころか「プレキシキュリティ共通原則」は､労働市場の柔軟化を、企業にとっ
てのみならず労働者にとっても得になるチャンスとして描いている。
「柔軟性は、ある人のライフコースにおける移動の成功一学校から雇用へ、ひとつの
職から別の職へ、失業から雇用へ、雇用から退職へ－に関わっているのであって、企業
がより自由に採用や解雇ができるようになるということに限定きれるものではない｡また、
期限を定めない雇用契約が時代遅れになったことを意味するわけでもない。それは、労働
者のよりよい職への上昇や、才能の最適な発展を促したり、柔軟な労働編成や…雇用と私
的な責任の両立を容易にすることに関わっているのである。……他方、保障は、職の維持
を保障すること以上のものをめざしており、労働生活の中で向上していけるように人びと
に技能を付与したり、新しい職を見つけることを支援したりしようとするものである。ま
た、移動を容易にする適切な失業手当や、すべての労働者、 とくに低技能労働者や高齢労
働者のための職業訓練の機会を含んでいる」 (CEC2007,p.5-6)。
「プレキシキュリティ共通原則」はここで、解雇規制の緩和や有期雇用契約の増加といっ
た柔軟性の拡大の、労働者にとっての否定的側面に触れることを慎重に避けて、労働者
のライフコースにおけるさまざまな移動にともなうリスク管理に焦点を当てるTLM理論
(Schmid2002,2007)を暗黙裡に利用して､新しい形態の柔軟性を「移動の成功」ないし「上
昇移動」として楽観的に説明している。これに対応して、新しい形態の保障はもはや職保障
ではなく、雇用保障だとしている。職保障はフォーデイズム時代のように、労働者が労働期
間を通じて同じ職に留まることから得られる保障であるが、雇用保障は、労働者が新しい職
やよりよい職を見つけることで労働市場に留まることから得られる保障である。雇用保障を
支える技能や資格は、生涯教育戦略や失業者を対象とする職業訓練プログラム（積極的労働
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市場政策）によって支援されると想定きれている。職保障から雇用保障へという保障の形態
転換の必要性は、 「プレキシキュリティ共通原則」の基本的主張である。
「より多くのよりよい雇用というリスボン目標を達成するには、個人と企業にとっても、
加盟国とEUにとっても、新しい形態の柔軟性と保障が必要である。個人にとって職保障
よりもむしろ雇用保障がますます必要になってきた。生涯を通じて同じ職に従事する人は
しだいに少なくなっている。企業、 とくに中小企業は雇用する労働力を経済的条件の変化
に適応させる必要があり、より高い技能をもった人材をリクルートできなければならない」
(CEC2007,p.3)。
雇用保障の促進は、労働者にとっても企業にとっても新しい形態の柔軟性と保障の進展
を意味する、 と説明されている。新しい形態の柔軟性と保障がこのように理解されるなら
ば、柔軟性と保障は対立的ではなく相互促進的であり、企業と労働者はともに柔軟性から
も保障からも利益を引き出すことができることになる｡欧州委員会は､プレキシキュリテイ
政策の成果をいわば先取りするかたちで、柔軟性と保障の新しい形態の相互促進的側面を
強調しているが、それによって見えなくなったのは、企業にとっての柔軟性対労働者に
とっての保障というトレードオフの側面であり、デンマークやオランダなどの一部の国を
除けば、EU各国における労働市場の柔軟化がそれに見合うだけの保障を労働者に保障す
ることなく進行している、 という現実である。欧州委員会によるプレキシキュリテイの定
義は、根本的な問題点を含んでいる。
ざらに欧州委員会は、プレキシキュリテイは上記のような4つの政策的要素を含んでい
て、補強しあう関係にある4つの政策的要素が柔軟性と保障の新しい形態を作り出す、 と
いう論理を展開している。これらの4つの政策的要素についての説明を検討することで、
欧州委員会が実際には柔軟性と保障をどのように考えているか、両者のバランスはとれて
いるのか、それともどちらかに偏向しているのか、こういったことが明らかになる。
欧州委員会は、第1の政策的要素として「柔軟で信頼できる雇用契約」を取り上げ、厳
格なEPL(雇用保護法制）は企業の採用意欲を低下させ、若者や女性、年配労働者、長
期失業者の労働市場への参入に否定的な影響をあたえるので労働市場の分断の原因になっ
ている、 という議論を展開する。EPLが企業による技能訓練投資を活発にし、労働者の
生産性と企業へのロイヤリテイを高める、 という側面はわずかに評価されているだけであ
る。欧州委員会は、雇用保護を労働者の権利の問題というより雇用保護の程度問題として
捉え、職の保障が技能形成と生産性上昇にあたえる積極的側面を意識的に軽視しているの
である (Auer2007)。欧州委員会が想定する労働市場の柔軟性とは、実際のところ、厳
格なEPLの緩和による無期限雇用契約の縮小と柔軟な雇用形態の拡大だ、ということが
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関西大学『経済論集j第59巻第1号（2009年6月）28
ここで判明する。
プレキシキュリテイの政策的要素の第2は包括的な生涯学習戦略、第3は効果的な積極
的労働市場政策、第4は現代的な社会保障制度であるが、これらの要素は労働者の雇用と
所得の保障に関わっている。包括的な生涯学習戦略は労働者の長期的な就労可能性を高め
るうえで重要な要因として、積極的労働市場政策は失業期間を短縮し失業から雇用への移
動を促進する政策として、説明されている。また、積極的労働市場政策の効果は厳格な
EPLの緩和と相関関係にあるということが指摘されている。就労可能性と雇用保障が同
じものではないこと、EU諸国における生涯学習戦略や積極的労働市場政策への支出は北
欧諸国を別とすればまだ低レベルにあることを考慮するならば、この2つの政策要素によ
る雇用保障効果が現実に急増するとは考えられない。にもかかわらず、欧州委員会は雇用
保障をこの2つの政策要素に強く依存させている。現代的な社会保障制度については、欧
州委員会は、失業者が新しい職を見つけるまでの期間の所得保障として失業手当給付を位
置づけ、失業手当が求職活動に及ぼす否定的影響を解消するには効果的な求職支援制度お
よび、権利と義務の適切なバランスの確立が必要である、 と主張する。要するに欧州委員
会は、現代的な社会保障制度を所得保障からワークフェア（就労福祉）への転換として位
置づけているのである。欧州委員会は、 「プレキシキュリティ共通原則」の中では、低い
解雇規制、手厚い失業手当、ラーンフェア（技能訓練と資格向上による福祉）のトライア
ングルというデンマーク・モデルから意識的に距離を置いているように見える。
以上をまとめれば、欧州委員会は明らかに、柔軟性としてはEPLの緩和と柔軟な雇用
契約の拡大を、保障としては生涯学習戦略や積極的労働市場政策による雇用保障（および
ワークフェアによる就労促進）を想定している。そうだとすれば、欧州委員会によるプレ
キシキュリティの提案は、柔軟性と保障のバランスを欠いていて、保障よりも柔軟性を優
先していることになる。
このような性格をもつ「プレキシキュリティ共通原則」は、EUレベルにおいても積極
的なコンセンサスを作り出すのに成功したとはいえない状況に置かれている。2007年12
月の欧州閣僚理事会は欧州委員会案を承認したとはいえ、欧州委員会よりも柔軟な雇用形
態の拡大に慎重な態度をとっている。2007年ll月の欧州議会は、欧州委員会案の柔軟性
への偏重を指摘し、雇用保障と職保障を同時に改善する必要性を訴えている。欧州産業経
営者連盟は欧州委員会の「プレキシキュリティ共通原則」を支持しているが、欧州労働者
連盟(ETUC)は保障よりも柔軟性を優先する欧州委員会案をきびしく批判し、雇用保障
を職保障の補完として位置づけることを提案する。プレキシキュリテイをめく、るEUレベ
ルでの不一致は、プレキシキュリティの定義とその政策的要素をめぐるヨーロッパ規模で
28
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の論争を引き起している(Keune2008)。
4．柔軟性と保障のマトリックスーフレキシキュリテイの分析枠組み－
以上のように、政策戦略としてのプレキシキュリテイが、プレキシキュリテイについての
定義や社会的コンセンサスを欠いたままEUおよび加盟国のレベルで実行に移されようとし
ているが、プレキシキュリテイに含まれている多様な形態や次元を明らかにし、その科学的
な定義に到達する手がかりとなるのが､柔軟性と保障のマトリックスである｡以下のマトリッ
クスは、WilthagenetTros(2004)によってプレキシキュリテイの多様性を分析する枠組
みとして提起され、Leschkeandal.(2006)によってプレキシキュリテイに内包されている
柔軟性と保障の複雑な補完的関連を明示するように改善されたものである。マトリックスの
縦軸は雇用主（企業）の要請としての柔軟性の諸形態を、横軸は労働者の要求としての保障
の諸形態を表現している。具体的には、柔軟性と保障の16の組合せが示されている。
表1 柔軟性と保障のマトリックス
出所)Leschkeandal.(2006)p.4
変化への適応に直面する企業の立場から、4つの柔軟性の形態が区別される。外的数量的
柔軟性は解雇と雇用、雇用形態の柔軟性（有期雇用契約、派遣労働）などの利用を指してい
る。内的数量的柔軟性は労働時間の柔軟性（標準労働時間を超える労働、短時間労働、変形
労働時間、パート労働など）を意味している。内的機能的柔軟性は、労働者の多機能的スキ
ルや柔軟な労働編成、OJT(仕事に就きながらの訓練）によって確保される。外的機能的柔
軟性は、アウトソーシング（外部委託)、OFFJL(仕事を離れての学習)、賃金柔軟性によっ
て提供される。
保障の側面についても、労働者の立場から4つの形態が区別される。職保障(job
security)は、特定の雇用主のもとで同じ職に留まる確実性を意味している。雇用保障
(employmentsecurity)は、同じ雇用主のもとではないが雇用を維持する確実性を指し、
職業訓練や補助金による雇用などの積極的労働市場政策によって高められる就労可能性
(employability)とほぼ同じ意味で使われる。所得保障は､失業期間中の所得保障(失業給付）
29
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職保障 所得保障 雇用保障 自由選択保障
外的数量的柔軟性 トレードオフ
内的数量的柔軟性
内的機能的柔軟性
外的機能的柔軟性
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および､′|曼性的疾病や障害､加齢による就労可能性の低下に対する所得保障を意味している。
自由選択の保障(optionsecurity)は、労働者のライフステージに応じた、支払い労働と育
児・介護のための休暇、継続的な教育訓練の権利、ワークライフバランス（仕事と生活の調
和） との主体的な組合せを指している。
外的数量的柔軟性と職保障の連関は明らかにトレードオフの関係にある。解雇保護法制の
緩和によって雇用主による雇用と解雇の権限が強くなれば、労働者にとっての職の保障はそ
れだけ弱体化する。労働者のための職の保障が強化されれば、雇用主の雇用に対する柔軟性
がそれだけ制限される。しかし、労働者の側が職保障と引き換えに内的数量的柔軟性（労働
時間の柔軟性）や内的機能的柔軟性（柔軟な労働編成）を受け入れるならば、職保障と柔軟
性のあいだにプラスの補完的関係が成立することは良く知られている。また、外的数量的柔
軟性が進展しても、それを埋め合わせる水準で所得保障と雇用保障が進展するならば、外的
数量的柔軟性と保障のあいだにプラスの補完的関係が成立しうることもデンマークやオラン
ダの事例によって知られている。逆に言えば、外的数量的柔軟性の進展が所得保障と雇用保
障の進展によって埋め合わされないならば、外的数量的柔軟性と保障のあいだにマイナスの
補完的関係が生じることになる。それゆえ、プレキシキュリテイ成立にとって決定的に重要
なのは、外的数量的柔軟性と職保障との狭院なトレードオフ関係を乗り越え、柔軟性と保障
とのあいだになんらかのプラスの補完的関係を作りだすことである。そのような柔軟性と保
障の対立関係を乗り越え両者の相互促進的関係を作り出すのは、何よりも労使妥協である、
あるいは、柔軟性と保障の積極的補完関係の構築を提案する労働市場改革に対する労使の合
意である。
柔軟性と保障のマトリックスの複雑な連関は、各国が労働市場の実際の状態から出発して
柔軟性と保障の多様な補完的連関を形成しうる可能性を示している。例えば、デンマークは
外的数量的柔軟性に手厚い所得保障と雇用保障を結びつけた連関として特徴づけることがで
きる。また、 より短い解雇予告期間を導入する一方で派遣労働や有期雇用の法的地位を強化
した、オランダの1999年労働法改正「柔軟性と保障」法は、外的数量的柔軟性と雇用保障
の連関を示している。しかし、プレキシキュリテイ政策の先進国と言われているこれらの諸
国の労使妥協も、柔軟性と保障の補完性効果の一部を利用しているにすぎない。内的数量的
柔軟性と職保障プラス雇用保障との連関、外的機能的柔軟性と所得保障プラス雇用保障との
連関、あるいはより複雑で多元的な、外的数量的柔軟性プラス内的機能的柔軟性と職保障プ
ラス雇用保障との補完的連関、内的機能的柔軟性プラス外的機能的柔軟性と職保障プラス雇
用保障プラス自由選択保障との補完的連関などは、理論的可能性としては存在していても労
使の団体交渉のテーマとして登場することは稀であって、その意味や補完的効果などはまだ
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本格的に研究されていないのである。
移動労働市場(TransitionalLabourMarket)アプローチは、教育と雇用、雇用と失業、
フルタイム雇用と短時間雇用、家庭生活と雇用、雇用と退職、 といった労働市場に関連した
5つの移動にともなうリスクをいかに制度的に解決するかという視点から、柔軟性と保障と
が相互促進的に連結した動態的労働市場像を提起し、プレキシキュリテイをその概念と政策
の両面において発展させる可能性をもっている。柔軟性と保障との制度化された解決として
の移動労働市場については別稿で詳しく検討するが、次節ではプレキシキュリテイの成功モ
デルとして評価されているデンマーク・モデルを検討し、その特殊性と普遍性を明らかにす
ることにしよう。
5．デンマーク・モデルの特殊性と普遍性
デンマークは低い失業率（2007年でみると3.2％で、EUでいちばん低い）とともに高い
就業率を達成して、欧州委員会や他のEU諸国から注目を集めている。というのも、現在の
デンマークは、 「2010年までにEU地域を世界でもっとも競争力のある知識基盤型経済に移
行させる」というEUリスボン戦略の雇用面における数値目標、具体的には、16-64歳人口
の70%の就業率、女性の60%の就業率、高齢者(55-64歳）の50%の就業率を大きくクリ
アしているからである。EUは雇用戦略として、失業率それ自体を減らすよりも就業率を引
き上げることを優先的目標として掲げ、育児や早期退職などのために非就業者の状況にある
人びとを労働市場に統合することを戦略的に展開している。2006年についてみると、デン
マークの全体就業率、女性就業率、高齢者就業率はそれぞれ77.4％、73.4,60.7％で、いず
れもEUトップレベルの達成率である。このような労働市場のパフォーマンスの高さは、高
い外的数量的柔軟性（低い雇用保護法制)、高水準の社会保障（手厚い失業給付)、積極的労
働市場政策からなる「黄金の三角形」と呼ばれる、デンマーク独自のプレキシキュリテイ制
度によって説明されている｡OECDが2004年の｢雇用概観｣の中でデンマークのプレキシキュ
リテイ制度を、 「規制緩和きれたアングロサクソン諸国の特徴とされる柔軟性と南欧諸国を
特徴づける厳格な職保障との間の第3の道」(OECD2004)と評して以来、国際的にはプレ
キシキュリテイとデンマーク・モデルが等値きれて理解されているほどである')。
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表2 EU加盟国の就業率(2006年）
年目標
???????????????????????????
????????????????????????????
??? ?? ??? ???
P
0 10 20 30 40 50 60 70 80
出所)StatischesBundesamt,Wiesbaden2007
表30ECD諸国の雇用保護法制指標
????????????、???????????
????????ュー ー???????ー? ???????????ー?ェ???????ー??ィ?ー? ???????????ー??ェー???ェー???ャ?????????????
(注)正規雇用の解雇規制､非正規雇用の保護制度
集団解雇に関する規制を指数化して算出
出所)OECDEmploymentOudook2004
I
プレキシキュリテイのデンマーク・モデルを構成する3つの要素を国際比較の中で検討す
ると、デンマーク・モデルが低い雇用保護法制(14日-6ヶ月の解雇予告期間を守れば、雇
32
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表40ECD26カ国の失業給付による前賃金代替率と失業保険給付期間(2004年）
33
出所)OECD編著『世界の労働市場改革」樋口美夫監訳、明石書店、2007年、92ページ
用主は自由に解雇できる）であるという点ではアメリカやイギリスに類似し、手厚い失業給
付と積極的労働市場政策という点ではスウェーデンに類似していることが分かる。表6の雇
用保護法制(EPL)指標の国際比較にみられるように、デンマークのEPL指標は相対的に
低く、南欧、北欧、 ドイツなどの大陸ヨーロッパよりもアメリカやイギリスなどの英語圏諸
国に近い位置にある。また、OECD諸国における失業給付による前賃金代替率と失業保険
給付期間を比較した表7にみられるように、デンマークの失業者にたいする所得保障（前賃
金の最大90％、上限額は年18万デンマーク･クローネ［約360万円］、最長4年の給付期間）
はトップレベルにあって、北欧や大陸ヨーロッパ諸国に近く、低い失業給付と短い給付期間
によって特徴づけられる英語圏諸国とは対照的な位置にある。さらに、失業者にたいする職
33
前賃金の代替率 失業保険給付期間(月数）
アジア
日本 54 8
韓国 47 8
非欧州英語圏
オーストラリア 45 0
ニュージーランド 56 9
カナダ 63 9
アメリカ 54 6
欧州英語圏
アイルランド 49 15
イギリス 54 6
北欧
デンマーク 70 48
フィンランド 70 23
ノルウェー 68 36
スウェーデン 75 28
中欧・西欧
オーストリア 63 9
ベルギー 61 無制限
フランス 75 23
ドイツ 69 12
オランダ 74 24
スイス 77 24
ギリシャ 55 12
イタリア 54 6
ポルトガル 83 24
スペイン 67 21
東欧
チェコ 56 5
ハンガリー 49 9
ポーランド 59 12
スロバキア 56 8
関西大学『経済論集』第59巻第1号(2009年6月）34
業訓練などの積極的労働市場政策を比較した表5にみられるように、デンマークの積極的労
働市場政策はトップレベル（対GDP比l.84%)にある。それにたいし、ドイツやフランス
などの大陸ヨーロッパ諸国は積極的労働市場政策よりも失業給付などの消極的労働市場政策
に軸足を置いており、また日本やアメリカ、イギリス、カナダでは失業者を支援する積極的
および消極的労働市場政策が低レベルにある。総括的にいえば、デンマークのプレキシキュ
リテイは、英語圏諸国に共通な柔軟な労働市場と北欧諸国に共通な手厚い社会保障および積
極的労働市場政策とのハイブリッドとして特徴づけることができる (Madsen2005)。
表5積極的労働市場政策の国際比較
デンマーク
オランダ
ベルギー
ドイツ
フィンランド
フランス
スウェーデン
スペイン
ポルトガル
オーストリア
スイス
ノルウェー
アイルランド
イタリア
カナダ
イギリス
日本
アメリカ
【珠
け径
541 2 3
対GDP比支出
出所)OECD:EmploymentOudook2006
0
重要なことは、 「黄金の三角形」を構成する3つの要素がどのように相互促進的に作用し、
労働市場のダイナミズムを作り出すかという点である。Madsen(2006a)によれば図2にみ
られるように、デンマーク・モデルにおけるプレキシキュリテイの基本的連関は、柔軟な労
働市場（外的数量的柔軟性） と手厚い失業保険制度との相互促進的関係である。デンマーク
の産業構造の中核を構成する多数の中小企業は内部労働市場が小きく外部労働市場に大きく
依存しているので､柔軟性が労働時間の柔軟性や内的機能的柔軟性(柔軟な労働編成）によっ
てよりも外的数量的柔軟性によって生み出される、 ということを高い外的数量的柔軟性は意
味している。労働市場と社会保障を結ぶ太さの違う二本の矢印は、多くの人が毎年失業して
）
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失業保険制度に依存するけれども、そのうちの大部分が手厚い失業給付を受けながら求職活
動をおこない、早期に新しい職を見つけて労働市場に復帰する、 ということを示している。
労働市場は、技術的変化や需要量の変化に対応するための企業による迅速な解雇、求人数の
多さ、職の移動にたいする労働者の前向きな態度（労働力の30％が職を毎年変えると推定
されている)、急速な構造変化によって特徴づけられる2)。
このような低い雇用保護と手厚い所得保障との連関は、過半数の企業を結集する経営者団
体と高い加入率を誇る労働組合との交渉にもとづく妥協の積み重ねによって支えられてい
る。デンマーク産業の特徴である多数の中小企業を代表する経営者団体は、 1899年の「9月
妥協」以来、経済変化にすばやく適応するために労働力を自由に採用・解雇する権限を手に
入れたが、その一方で、労働組合-1900年代初頭に失業保険を任意の扶助制度として創設
することによって80％を超える高い組織率を確保した－が賃金や労働条件について交渉す
る権利を承認した。以後、労使は今日まで、労働市場の争点を交渉と妥協によって政府の介
入なしに解決するコーポラティズム（団体交渉主義）を尊重してきた。強い交渉力をもつ労
働側は、 1969年には経営側の支持のもとに、失業給付の約85%が税金によって賄われる手
厚い失業給付を制度化することに成功した。プレキシキュリティの基本的連関は、産業構造
の特徴としての中小企業、強い労働組合、労使のコーポラテイズムというデンマーク社会経
済の歴史的・制度的特殊性を条件として生まれたものである。
図2デンマークのプレキシキュリティ・モデル
???????? ﹇
??
、運産
霧鰯溺労掴
謝鶴敷篭ニーーーコ＞
ニイ
図5デンマークのプレキシキュリティ･モデル
出所)Madsen(2006a),p.8の図に加筆
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「黄金の三角形」の3つ目の要素である積極的労働市場政策には、失業給付を受ける条件
として、失業1年目に積極的に求職活動をおこなう義務の強化(workfare)と失業2年目か
ら始まる職業訓練などの活性化プログラムへの参加(learn-fare)があるが、ここで問題と
する積極的労働市場政策は、職業訓練や再教育によって失業者の資格やスキルを向上きせる
ことで就労可能性を高めるラーンフェアの方である3)。図の2本の矢印によって示されるよ
うに、積極的労働市場政策は、活性化プログラムに参加する前に新しい職を見つけるように
失業者を誘導するモチベーション効果と、3年間の活性化プログラムへの参加を通じて失業
者のスキルのレベルを高めることから生じる訓練効果という相反する影響を、プレキシキュ
リテイの基本的連関に及ぼしている。積極的労働市場政策の効果は労働需要の変化にも依存
するので、その政策評価は簡単ではなく、デンマークの研究者や労働政策担当者の問でも評
価が分かれている。異なるタイプの職業訓練機関の教育効果を訓練後の就職率から調査した
研究によれば、大きな効果があったと確認できるのは民間企業の受け入れによる職業訓練だ
けであって、公的な職業訓練校は期待に見合う効果を上げていないようである。2001年に
社会民主党に代わって政権に就き、3期目に入った中道右派の自由党・保守党の政府は、休
暇制度（育児休暇、教育休暇、サバティカル休暇）のうちサバティカル休暇を廃止しただけ
でなく、活性化プログラムよりも求職活動の義務や就職斡旋サービスの拡大に傾斜して、失
業者を対象とする教育や職業訓練のための投資を削減しつつあるが、現在の段階では、プレ
キシキュリテイの基本的連関と積極的労働市場政策の効果からなる「黄金の三角形」の骨格
は維持されている4)(Madsen2005)。
ところで、 「黄金の三角形」にもうひとつの要素として、継続的職業訓練(CTV)制度を
付け加えることが必要である。教育政策（生涯教育）の一環として労使によって運営され
るCTV制度は、同一企業内での柔軟な労働編成に適応できる技能および転職を容易にす
る企業特殊的技能を超える移転可能な技能の形成と向上に役立っていて、国際的にも高く
評価されている。 1980年代末の労使協定によって年に2週間の技能研修の権利が付与され
ていることもあって、約280万人の労働人口のうちの60万人が毎年CTVに参加している
(Bredgaardandal.2005;藤田惠子2008)｡CTVによる技能形成の重要性を考盧するならば、
欧州委員会のようにデンマークの労働市場の特徴として外的数量的柔軟性のみを強調するの
は一面的である。この国の中小企業は、経済的変化にたいして、外的数量的柔軟性ばかりか
内的機能的柔軟性（多機能的労働者と柔軟な労働編成の組み合わせ）によっても対応してい
るのである(KlindtandMoberg2007)。
最後に以上の説明から、デンマーク・モデルの特殊性と普遍性について考えてみよう。2
つの特殊性がある。ひとつは、高い外的数量的柔軟性と手厚い失業給付との取引が、内部労
36
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働市場の小ざな中小企業群と組織率の高い労働組合との妥協にもとづいていることである。
もうひとつは、プレキシキュリティのデンマーク・モデルが、失業給付基金やCTV、教育
や医療や社会的弱者の保護をも含めた高水準の福祉国家と一体となっていて、勤労所得の約
70％の負担に依存する福祉国家を構成要素としていることである。この2つの特殊性は、デ
ンマーク・モデルをそのまま他の諸国に応用できない理由となるだろう (Schmid2007)。し
かし、職業訓練への投資や労使対話、企業による内的機能的柔軟性の利用などの要素は、デ
ンマークから学ぶべき普遍的要素である(Gazier2007)。柔軟性と保障が相互促進的な補完的
関係として成立しうることを示しているデンマーク・モデルの経験から出発して、プレキシ
キュリテイをできるだけ一般的に定義しようとすれば、 「労働法、失業保険制度、労働市場政
策の間の補完性の、明示的に調整された管理としてのプレキシキュリテイ」 (Boyer2006)と
いう、レギュラシオン学派の旗手であるボワイエによる定義が示唆しているように、制度補
完性という観点からプレキシキュリテイを見直す必要がある。 「プレキシキュリテイを概念と
して構築しうるとすれば、広義の賃労働関係と社会的保護の制度的アリーナとが交錯すると
ころに、そのしかるべき位置を見出さねばならない」 (Barbier2007,P176)という、レギュラ
シオン理論に示唆を得たバルビエの提言も参照に値する。そうだとすれば、プレキシキュリ
テイは、労働市場および雇用関係に関わる諸制度と一定のタイプの福祉国家との独自的制度
補完性として定義することができる。この意味でのプレキシキュリテイは、競争（効率） と
社会的結束（福祉）の両立を戦略的目標として掲げている、 ヨーロッパ資本主義においての
み生じうる制度補完性なのである。それゆえ、プレキシキュリテイの射程は現在のところEU
諸国に限られていると思われる。
注
l)プレキシキュリテイのデンマーク・モデルは、Madsen(2005,2006a,2006b)によって定式化された。
邦語の研究としては、坂井澄夫（2007）、藤川恵子（2008）が有益である。
2)PedersenandRiishgj(2007)によれば、デンマーク労働市場の流動性は高く、毎年、25万人の職が
消滅しそれ以上の職が創出されている。転職率も旺盛で、60万人以上の人びとが毎年職を変える。ま
た、平均勤務年数もOECD諸国に中でいちばん短く、4.8年である。
3）デンマークのアクテイベーション（活性化）政策の現状と課題については、鴫内健（2008）を参照さ
れたい。
4）労働者に就労可能性の絶えざる向上を要請するデンマーク労働市場は、高い就業率と職の創出を確保
する一方で、企業が要求する就労基準に適応できずに労働市場から排除され、移転所得に依存する多
数の労働可能な人口（労働力人口の約30％）を生み出している(Madsen2005;BredgaardandLarsen
2006）。これは、人びとの労働市場への統合と高水準の福祉国家との連携を重視する北欧の社会経済
システムに共通する問題であって、今後の重要な研究課題である。
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